
平成22年

第 4 回市議会定例会 議案第 2 号

平成22年度 函館市港湾事業特別会計補正予算（第 2 号）

平成22年度函館市の港湾事業特別会計補正予算（第 2 号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ22,347千円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ4,026,653千円とする。

2 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、「第 1 表歳入歳出予算補正」による。

平成22年12月 3 日提出

函館市長 西 尾 正 範



第 1表 歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 既 定 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

5 繰 入 金 2,632,561 △ 22,347 2,610,214

1 繰 入 金 2,632,561 △ 22,347 2,610,214

補正されなかった款に係る額 1,416,439 1,416,439

歳 入 合 計 4,049,000 △ 22,347 4,026,653

歳 出

款 項 既 定 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

3 公 債 費 2,585,074 △ 16,398 2,568,676

1 公 債 費 2,585,074 △ 16,398 2,568,676

4 職 員 費 241,018 △ 5,949 235,069

1 職 員 費 241,018 △ 5,949 235,069

補正されなかった款に係る額 1,222,908 1,222,908

歳 出 合 計 4,049,000 △ 22,347 4,026,653



歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

歳 入

節
科 目 既 定 額 補 正 額 計 説 明

区 分 金 額
千円 千円 千円 千円 千円

5 繰 入 金 2,632,561 △ 22,347 2,610,214

1 繰 入 金 2,632,561 △ 22,347 2,610,214

1 一 般 会 計 繰 入 金 2,632,561 △ 22,347 2,610,214 一般会計繰入金 △ 22,347

補 正 さ れ な か っ た
1,416,439 1,416,439

款 に 係 る 額

歳 入 合 計 4,049,000 △ 22,347 4,026,653



歳 出
（注）説明欄中（ ）内の人員は補正後の人員を示す。

補 正 額 の 財 源 内 訳 節
科 目 既 定 額 補 正 額 計 特 定 財 源 説 明

一 般 財 源 区 分 金 額
国(道)支出金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3 公 債 費 2,585,074 △ 16,398 2,568,676 △ 16,398

1 公 債 費 2,585,074 △ 16,398 2,568,676 △ 16,398

償還金、利子
2 利 子 380,981 △ 16,398 364,583 △ 16,398 23 △ 16,398 長期債償還利子減 △ 16,398

及び割引料

4 職 員 費 241,018 △ 5,949 235,069 △ 5,949

1 職 員 費 241,018 △ 5,949 235,069 △ 5,949

職員給与費減（25人） △ 6,033
1 一般部局職員費 241,018 △ 5,949 235,069 △ 5,949 1 報 酬 △ 243

嘱託報酬及び共済費増（11人） 84

2 給 料 △ 2,188

3 職員手当等 △ 2,764

4 共 済 費 △ 754

補 正 されなかった
1,222,908 1,222,908

款 に 係 る 額

歳 出 合 計 4,049,000 △ 22,347 4,026,653 △ 22,347



給　与　費　補　正　明　細　書

　一　般　職

　（１）　総　括 　（３）　給料及び職員手当等の状況

　　　　ウ　級別職員数（平成２２年１１月１日現在）

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

　　　(人) 　　　(％) 

職員手当等 計

給　　　　　与　　　　　費
共  済  費 合 計 備　考

給　　　料

補正前

比　較

扶 養 手 当区　分 住 居 手 当

102,543 

104,731 

65,485 

68,249 

△ 2,764 

168,028 

172,980 

△ 4,952 △ 1,081 △ 2,188 

通 勤 手 当

204,448 

210,481 

△ 6,033 

管理職手当

時間外勤務

手　　　当

36,420 

37,501 

区　分 職員数

(人) 

25 

補正後 25 

一　　般　　行　　政　　職

級 職員数 構成比

８　級 1 4.0 

７　級 1 4.0 

６　級 2 8.0 

５　級 6 24.0 

４　級 5 20.0 

　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円)

（既定の期末手当・勤勉手当の説明を、次のとおり改める。）

　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　(千円) 　　　　 オ　期末手当・勤勉手当

　（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細 　　　3.95 有

あ職制上の段階、職務のあ

あ 級 等 に よ る 加 算 措 置 あ

有

有

期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 児 童 手 当

239 

扶 養 手 当区　分

補正後

補正前

5,045 

4,806 

1,733 

△ 500 

住 居 手 当

職 員

区　分

補正後

8,178 4,002 

通 勤 手 当 管理職手当手　　　当

△ 735 

4,021 

4,034 1,917 

△ 184 △ 13 

8,178 3,502 

国の制度 　　　1.95 　　　2

補正前

比　較

の 内 訳
24,531 

26,618 

△ 2,087 

200 

30 

手 当 等
比　較

13,496 

14,231 

2,409 

2,313 

96 

230 

４　級 5 20.0 

３　級 8 32.0 

２　級 1 4.0 

１　級 1 4.0 

　　　4.15

計 25 100   

区　　分
支給期別支給率

6月(月分) 12月(月分)

前 年 度

本 年 度 　　　1.95

      1.95

　　　2

　　　2.2

子ども手当

2,340 

1,950 

390 

備　　考
支給率計
　　 　(月分)

　　　3.95

　（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

(千円) 

　給与改定の状況

　　給料表の平均改定率　△0.1％

　　（55歳超6級以上の職員は他

　　に△1.5%）

　　給与改定実施時期

　　　平成22年12月1日

　期末・勤勉手当の0.2月引き下

　げ分等

　（平成22年12月期の期末手当に

　　　3.95 有

備　  考

国の制度 　　　1.95 　　　2

区　　　分

少分ああ

増減額 増減事由別内訳

給与改定

に伴う減

(千円) 

職員手当等

△2,188 給　　　料

△2,764 

説 明

職員の変動及び

△110 

△2,078 その他の

給与改定

その他の減　　

少分ああ

△2,141 

増減分　

に伴う減

　（平成22年12月期の期末手当に

　関する特例措置分を含む）

その他の減　　

少分ああ

その他の

増減分　

△623 職員の変動及び


